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問　

圷
土
地
改
良
区
内
の

農
地
基
盤
整
備
は
、
実
施

か
ら
50
年
近
く
経
過
し
、

給
水
設
備
、
排
水
設
備
、

暗
渠
設
備
、
排
水
路
が
荒

廃
し
て
い
る
。
農
地
を
集

約
し
優
良
農
地
と
し
て
次

の
世
代
に
引
き
継
ぐ
た
め

に
は
、
農
地
の
基
盤
整
備

が
早
急
に
必
要
と
考
え
る

が
ど
う
か
。

答　

耕
作
条
件
の
悪
い
農

地
の
基
盤
整
備
を
行
い
、

分
散
し
た
農
地
の
集
積
集

約
を
一
層
推
進
す
る
こ
と
を

目
的
に
、
農
地
中
間
管
理

機
構
関
連
農
地
整
備
事
業

が
創
設
さ
れ
た
。
こ
の
事

業
は
、
地
権
者
で
あ
る
農

家
の
負
担
無
し
で
事
業
を

実
施
で
き
る
が
、
面
積
条

件
と
し
て
一
般
地
域
は
10

ha
以
上
が
対
象
で
、
こ
の

全
て
の
農
地
に
15
年
以
上

の
中
間
管
理
権
設
定
が
必

要
と
な
り
、
権
限
は
全
て

中
間
管
理
機
構
に
移
管
さ

れ
、
換
地
等
に
つ
い
て
も

全
て
事
前
に
了
解
を
さ
れ

て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。
事
業
完
了
後
80
％
以

上
を
認
定
農
業
者
な
ど
の

担
い
手
に
集
積
さ
れ
る
こ

と
が
必
要
で
、
事
業
実
施

に
あ
た
り
ハ
ー
ド
ル
は
高

い
。
ま
ず
は
県
な
ど
の
関

係
機
関
と
連
携
し
、
地
元

の
意
向
を
踏
ま
え
な
が
ら

説
明
会
を
実
施
し
て
い
く
。

問　

原
子
力
事
故
災
害
対

策
に
お
け
る
被
災
者
の
住
居

と
職
業
の
確
保
、
生
活
資
金

の
支
給
等
、
調
達
方
法
と
費

用
額
を
伺
う
。

答　

国
や
県
、
関
係
機

関
と
協
力
の
下
、
住
宅
提

供
等
支
援
を
実
施
す
る
。

費
用
は
そ
の
協
議
の
中
で

整
理
さ
れ
る
。

問　

計
画
の
実
効
性
を
高

め
る
た
め
早
急
に
協
議
す
べ

き
。
協
議
予
定
時
期
は
。
ま

た
計
画
は
村
の
義
務
に
つ
い

て
具
体
的
に
記
述
し
て
い
る

が
費
用
の
記
述
は
皆
無
で
あ

る
。
理
由
は
何
か
。
ま
た
住

民
が
離
散
し
て
い
る
中
、
被

害
状
況
を
ど
う
調
査
し
、
損

害
賠
償
を
ど
こ
に
請
求
す
る

か
な
ど
、
補
償
の
可
能
性
は

あ
る
の
か
。

答　

具
体
的
な
事
は
決

ま
っ
て
い
な
い
。
関
係
機

関
と
協
議
の
上
決
定
さ
れ

る
。
被
害
状
況
は
国
、県
、

関
係
機
関
と
連
携
し
て
調

査
す
る
。
賠
償
請
求
先
は

福
島
の
事
故
で
の
対
応
が

例
に
な
る
。

問　

村
は
避
難
後
の
住
民

の
生
活
・
生
命
・
財
産
を
補

償
す
る
こ
と
を
国
と
事
業
者

に
求
め
、
補
償
内
容
を
精
査

す
る
こ
と
を
避
難
計
画
の
項

目
に
加
え
、
よ
り
実
効
性
あ

る
避
難
計
画
に
す
べ
き
と
思

う
が
考
え
は
。

答　

原
子
力
損
害
賠
償

制
度
の
観
点
上
、
計
画
へ

の
記
載
は
な
じ
ま
な
い
。

問　農地集約の
基盤整備の進め方は

答 　国の農地整備事業を活用する　

問　避難後住民の
生活再建への補償は

答 　国県、関係機関と協議し決定する

東海村地域防災計画
原子力災害対策計画編は、62頁にわたり
村のなすべきことを記載

圷土地改良区の沖田

村上　孝　議員

みすずの会
清宮　寿子　議員


